
・SPS認証校及び自治体モデル地域拠点校を対象に学校安全に関するモデル取組の実態を調査 ・優良事例や共通する取組・成果・課題を整理・分析→研修会等に活用
★SPSの考え方を取り入れた学校安全の取組の現状（優良事例・成果・課題等）を整理し全国的に共有することで、各地域での取組の質の更なる向上を図る。

セーフティプロモーションスクール（SPS)の考え方※を取り込み、全国的に学校安全を推進していく。
※安全教育・安全管理・組織活動に係る計画の策定、安全担当中核教員の設置、関係機関との連携、評価改善の実施など、継続的に学校安全に取り組む。

学校安全総合支援事業

・学校において様々な計画やマニュアルが作成されているが実効的な取組に結び付いていない。
・地域、学校設置者、学校教職員の学校安全の取組内容や意識に差がある。
・東日本大震災の記憶を風化させることなく、今後発生が懸念される大規模災害に備えた実践的な防災教育を全国的に進めていくことが必要である。
・地域の多様な主体と連携・協同し、子供の視点を加えた安全対策を推進する必要がある。

学校安全の推進に向けた課題

・コミュニティスクール等の
  仕組みの活用
・関係機関と連携した通学時
の安全確保や防犯対策

・地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育
・体験活動やデジタル技術を活用した安全教
育
・幼児期、特別支援学校の取組の推進

・子供の視点を加えた安全
点検
・重大事故の予防のための
  ヒヤリハット事例の活用

・学校安全情報の見える化
・通学路の安全対策等の好事例の実情把握
・設置主体（国公私立）に関わらない取組の推進
・学校安全を意識化する機会の設定(「学校安全の日」等)

・学校安全計画のPDCA
  サイクルの確立
・学校安全に係る中核的
職員の育成配置

2.関係機関との連携 3.安全教育 4.安全管理 5.横断的事項1.組織的取組
「第3次学校安全の推進に関する計画」 （令和4年3月閣議決定）に基づく取組を推進

SPSの考え方を取り入れた学校安全実践力向上セミナー等の開催
・学校設置主体の別を問わず学校安全推進のためのセミナーを開催
例）防犯・事故対応等テーマ別オンラインセミナー 危機管理マニュアル見直しセミナー

スクールバスの活用など通学時の安全対策に関するセミナー
専門家等の派遣
・学校安全計画や危機管理マニュアルを見直すための専門家からの助言等
・各学校の安全点検・事故対応の高度化に資するよう、各地域への専門家派遣等を実施
学校安全指導者研修会の開催
・各地域における学校安全に関する研修講師等となる者に、効果的な研修会実施に必要な
知識などを習得させることで、各地域における研修会の質を向上

●学校安全推進体制の構築 R7予算額(案) 188百万円(180百万円)

都道府県教育委員会等

地域全体で共有、底上げ

実践委員会の設置
効果的安全教育の実施

（体験的学び・デジタル技術活用）
専門家や関係機関との連携

PDCAサイクルに基づく検証・改善

計画に基づくモデル的取組を各地域で実施し、その事例、成果等を地
域全体で共有。地域全体の学校安全の底上げと裾野の拡大を図る。

モデル地域・拠点校の指定
推進委員会の設置・運営
専門的知見の活用

成果の共有と体制整備
取組の評価・改善

モデル地域 拠点校

@26,915千円×1団体＝26,915
（26,395千円×1団体＝26,395）

@3,994千円×47箇所＝187,718
（3,831千円×47箇所＝180,057）

【都道府県・指定都市教育委員会への委託事業、平成24年度事業開始】

各学校（国公立・私立含む)に対し、学校安全に係る研修の実施、専門
家の派遣等様々な支援を行い、全国の学校の安全の推進を図る。

【民間企業等への委託事業、令和４年度事業開始】

●学校安全に係る専門性向上支援

※ その他諸経費（ポータルサイト管理費・全国連絡協議会運営費等（5百万円（前年度 4百万円）)

令和7年度予算額 238百万円
（前年度予算額 211百万円）

学校安全のモデル的取組に関する実態調査 R7予算額(案) 19百万円(新規)

@19,032千円×1団体＝19,032

全国成果発表会（優良事例の共有）

実践 研修・共有・展開

評価・改善

R7予算額(案) 27百万円(26百万円)
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